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要約 
 日本における障害者手帳受給者数は約 900 万人おり、そのうちの労働人口（18 歳から

64 歳までの人口）は約 375 万人である。しかし、雇用されている障害者の人数は 50 万

人、就労以降支援事業所などといった福祉的サービスの利用者数は約 30 万人であること

から労働人口の残り約 290 万人の障害者は就業が困難な状況であると考えられ、障害者の

雇用機会は不足していることが明らかとなっている。そんな状況下での障害者の就労を後

押しする役割として障害年金は大きな意義を持つ。 

 しかし、厚生労働省の年金制度基礎調査によると、障害年金受給者の就労率は 34％であ

り、また百瀬（2016）によると特に精神障害における障害年金受給者の就労率が低い。 

 精神障害者の就労率が低い背景として、障害年金の有期認定・永久認定の存在が挙げら

れる。障害年金受給する際、永久認定を受けると再認定の必要はないが、有期認定を受け

ると 1年から 5年おきに再認定の必要があり、障害年金受給対象から外される場合もあ

る。百瀬（2018）によると、「有期認定の場合更新時の就労状況によって、障害等級の変

更が行われ、結果として年金額の大幅な減額や年金支給の打ち切りが行われることがあ

り、現状の有期認定制度では、受給者の就労開始や就労時間の増加を躊躇させる要因にな

る」と指摘している。 

 そこで本稿では、有期認定と永久認定における障害年金と就労の関係を明らかにするこ

とで「より良い障害年金のあり方」の提言を目指す。 

 先行研究では、有期認定と永久認定と就労に関する論文は無く、そもそも障害年金と就

労を明らかにした論文自体が数少ない。厚生労働省（2020）によると、精神障害者は他の

障害者と比べて特に雇用の伸び率が高いことが指摘されているが、一方で、「収入なし」

や「生活保護受給者」が身体障害者や知的障害者と比較して多い傾向にもある。これは、

現状の有期認定制度が就労時間増加の阻害要因であることが原因としてあげられる。以上

のように、精神障害者で見てみると雇用数は増加傾向にあるものの、精神障害特有の問題

は解決していない。また、全体として障害年金と就労との関係性に関する実証分析は少な

い。そこで、障害者を身体障害者、知的障害者、精神障害者の 3 種障害種別に区分し、そ
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れぞれにおいて障害年金と就労との関係性を検証したことが本項における新規性である。 

 実証分析では、身体障害者・精神障害者の就業・非就業のプロビット分析を行い、その

後、推定結果をもとに労働時間関数を推定するヘックマン 2 段階推定法で分析を行った。

また、障害を負った時期別でも同様の分析を行った。 

 就業・非就業のプロビット分析の際の目的変数は就業ダミーであり、説明変数は女性ダ

ミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年齢、障害年金受給ダミー、居住地ダミー心身におけ

る健康の不良である。 

 労働時間関数を推定するヘックマンモデルでは、目的変数は労働時間であり、説明変数

は年齢、障害年金受給ダミー、障害を負った時期ダミー、心身における健康の不良、賃金

率である。 

 分析の結果として、身体障害者と精神障害者ともに、障害年金は就労に有意に負の影響

を与えていることが分かった。しかし、障害を負った時期別に見ると、身体障害者と精神

障害者で変わり、精神障害者では後天性/5 年以上 10 年未満の場合に有意に負となってい

た。なお、労働時間と障害年金の関係においては、有意な結果は得られなかった。 

 後天性/1 年以上 5 年未満では負という結果になっていないため、一見すると有期認定と

永久認定による差は無いように思われる。しかし、近い時期区分である後天性/5 年以上 10

年未満で有意に負であった点、また身体障害者では後天性/5 年以上 10 年未満・後天性/1

年以上 5 年未満ともに有意な結果は得られず、精神障害者特有の結果だったことから、有

期認定による影響があると考察した。 

 以上を踏まえて 3つの政策提言を行う。 

【政策提言① 就労可能性を障害年金の認定基準にする】 

【政策提言② 就業斡旋と所得保障政策の連携強化：「フレックスジョブ」の可能性】 

【政策提言③ 社会的企業の充実】 

 政策提言①では、就労可能性を認定基準にすることで、障害年金の就労の関係が明白に

なり、障害年金受給を恐れて就労しないといった事態が生じることを避け、就労がしやす

い環境が整えられると考える。 

 政策提言②では、障害者の就労は、短時間での就労を行っていると考えられるため、障
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害者でも適応できる超短時間での雇用を促進させる環境整備を行う。 

 政策提言③では、障害者の就労支援を全面的に支援するために、社会的企業の充実を行

い、将来的には障害者が就労に苦労せず、就労しやすい状況を生み出すことを目的とし、

提言する。 
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第 1章 現状分析 

 

第 1節   障害者とは 

 障害者とは、障害者基本法第二条によって定義されており、「身体障害、知的障害、精

神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）が

ある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限

を受ける状態にあるものをいう。」とされている（内閣府）。また、身体障害者に関して

は、身体障害福祉法（第四条）によって定義されており、「この法律において、「身体障

害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある十八歳以上の者であって、都道府県知事か

ら身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。」とされている（厚生労働省 2011:pp.37-

40）。ここで挙げられている「別表に掲げる身体上の障害」に関しては表 1 で示した通り

である。 
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表 1 身体障害者福祉法第四条 別表 

 

 

 出典：厚生労働省(2011：p.39）より筆者作成 

 

知的障害は、「知的障害者」の用語を用いた法律として、障害者基本法（第二条）や知的

障害福祉法があるが、「知的障害」の定義規定はされていない。精神障害者に関しては、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（第五条）によって、「 この法律で「精神障害

者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、精神病

質その他の精神疾患を有する者をいう。」と定義されている（厚生労働省 2011:p.40）。 

  表 2 は、平成 29 年度時点での障害者数を表しており、身体・知的・精神障害者の総数

は約 858 万人であることが読み取れる。令和 3 年度の日本における全人口が 1億 2580 万人

であることから、障害者率は 6.8%と推定できる。また内閣府（2006）「障害者の社会参画

促進等に関する国際比較調査」によると、障害者率はドイツで約 10%、アメリカでは約 18%

と日本に比べ高いことが分かる。そして18歳から65歳の労働人口における障害者数は355
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万人となっている。次に障害種別における障害者数についてみていく。身体障害児・者で

392 万人、知的障害児・者で、74.1 万人、精神障害者で 392 万人。また 18 歳以上 65 歳未

満で見ると身体障害児・者で 111 万人、知的障害児・者で 40 万人、精神障害で 203 万人と

なっており、いずれも精神障害者の割合が高いことが明らかである。 

 

 表 2 障害種別の障害者数 

 

出典：厚生労働省（2017：p.13） 

 

第 2 節 障害者と就労 

 手塚・松井（1984）では、障害者の就労の意義として以下の５つを挙げている。①個の

認識の大切さ。②生活の糧を得る手段と生活の安定。③同等の行動と周囲の承認。④社会

参加と社会貢献⑤自己実現と自己啓発の役割。以上を踏まえた上で、障害者は社会の一般

の人以上に、就労によって大きな意義を見いだすことができると指摘されている。 

 そこで障害者の就業者数についてみていく。厚生労働省「令和 2 年障害者雇用状況の集

計結果」によると、障害者の就業者数は 95.3 万人であり、そのうち民間企業で 57.8 万人、
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就労移行支援で 3.4 万人、就労継続支援事業 A 型で 7.2 万人、就労継続支援事業 B 型で

26.9万人となっており、18歳から65歳に障害者数における就業率は26.8%と推定すること

ができる。また、雇用障害者数に関しては前年度と比較して 3.2%増加しており、身体障害、

知的障害、精神障害の障害種別に分けてみても、いずれも増加していることが分かる。そ

の中でも、特に精神障害者は他の障害者に比べ伸び率が大きいことも確認できる（図 1）。 

 

図 1 2015 年以降 民間企業全体の障害種別雇用障害者数の推移 

 

出典：「令和 2年 障害者雇用状況の集計結果」「障がい者としごとマガジン」 

 

第 3 節 障害年金とは 

 障害年金とは、日本年金機構によって「病気や怪我によって生活や仕事などが制限され

るようになった場合に、現役世代の方も含めて受け取ることができる年金」と定義されて

おり、「障害基礎年金」と「障害厚生年金」の 2種類に分けられる。病気や怪我で初めて

医師の診療を受けた際に、国民年金に加入していた場合には「障害基礎年金」が支給さ

れ、厚生年金に加入していた場合には「障害厚生年金」が支給される。支給額について

は、障害基礎年金の 1級障害で、97 万 6125円と子供の加算の合計額、2級障害で、78 万
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900円と子供の加算の合計額が支給される。障害厚生年金の 1級障害で、報酬比例年金額

の 1.25倍と配偶者加給年金の合計額、2級障害で、報酬比例年金額と配偶者加給年金の合

計額が支給され、3級障害では報酬比例年金額のみが支給される（図 2）。また、日本に

おける障害年金受給者数は、250 万人となっており、受給率は 29.1%と推定できる。 

 

図 2 障害基礎年金と障害厚生年金の支給額 

 

出典：日本年金機構「障害年金ガイド（令和 3年度版）」 

 

 障害年金の役割を直接示した文言はないが、厚生労働省によると公的年金の目的は「現

役時代から考えて、45 年から 60 年後といった老後までの長い期間に、経済社会がどのよ

うに変わろうとも、その社会で従前の生活と大きく変わらない暮らしのできる年金を保障

すること」としている。また、全労協会によると、障害年金は「病気やケガが原因で日常

生活を営むことが著しく制限されたり、労働することに著しい制限が加えられるほどの障

害が残った場合に支給される制度」と説明されている。以上から、障害年金の目的は「病

気やケガが原因で日常生活を営むことが著しく制限されたり、労働することに著しい制限

が加えられるほどの障害が残った場合でも、従前の生活と大きく変わらない暮らしのでき

る年金を保障すること」だと考えられ、病気や障害で経済的な自立が困難な時に、世帯や
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本人の資産・所得に関係なく障害の程度に応じて所得を補足する役割を担っているとも言

える。 

 

 

第 4節 障害年金受給者の勤労状況 

 厚生労働省「年金制度基礎調査」（令和元年度）によると、厚生年金・国民年金の場合、

男女計では 34.0%が就業しており、厚生年金計では男女計で 36.2%、国民年金計では男女計

で 33.5%が就業している（表 3）。障害等級別にみると、厚生年金・国民年金ともに障害の

程度が軽くなるにつれて就業率が高くなる傾向にあり（表 3）、その傾向は障害種別に見

ても同じであるが、精神障害者に関して着目すると「収入なし」や「生活保護受給者」が

身体障害者や知的障害者と比較して多い傾向にある（表 4）。また、仕事をしていないの

にも関わらず、年金を受給していない障害者にも注意を払わなければならない。表 5 から

は、特に精神障害者においては、仕事をしていなくて年金を受給している者は 49.6% しか

おらず、残りの 50.4% は受給していないことが読み取れる。こうした障害者は、百瀬

（2016）で指摘されているように、生活保護に頼っている可能性が高い。 
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表 3 制度・等級、性別就業率

 
出典：厚生労働省（2019) 

 
 

 

表 4 障害種類別・手帳の程度別の年金・生活保護受給率および就業率 

  （2013 年度、東京都）単位：％ 

 
出典：百瀬（2016：p.348） 
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表 5 障害種類別・仕事の有無別の年金受給率（2013 年度、東京都）単位：％ 

 

出典：百瀬（2016：p.349） 

 

第 5 節 永久認定と有期認定  

 障害年金の認定には、再認定の必要がない「永久認定」と再認定の必要がある「有期認

定」があり、厚生労働省（2020）では以下のように述べられている。 

 

１ 障害の状態が永続的に国民年金法施行令（昭和 34 年政令第 184 号）別 表又は厚生年

金保険法施行令（昭和 29 年政令第 110 号）別表第１（以下 「政令別表」という。）に

該当する状態（以下「永久固定」という。）であると認められる場合にあっては、障害の

状態についての再認定は原則として要しないものであること。 

2 障害の状態が永久固定であると認められない場合は、受給権者等の症状に応じ、障害

認定日、事後重症請求に係る請求日又は再認定に係る障害状態確認届(障害の現状に関す

る医師又は歯科医師の診断書をいう。以下同じ。)の提出期限から 1年以上 5年以内の期間

(以下「更新期間」という。)を設定し、更新期間が満了する日の属する年における受給権
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者等の誕生日の属する月の末日までに受給権者等に障害状態確認届を提出させて、再認定

を実施すること。 

 

 身体障害は、障害の程度が永続的に変わらないと判断されることが多いため、主に１に

該当する。しかし、障害の程度の回復が見込まれ、永続的に変わらないと判断されにくい

知的・精神障害は主に２に該当することが多い。百瀬（2018）では有期認定は特に精神障

害者に多く見られる傾向にあると指摘されており、「2011 年度末で、障害基礎年金のみの

受給者の 4 割強、障害厚生年金受給者の 7 割が有期認定となっており、精神の障害の場合

は、この数値が高くなる。」とも指摘されている。また、この有期認定制度について、

「有期認定の場合更新時の就労状況によって、障害等級の変更が行われ、結果として年金

額の大幅な減額や年金支給の打ち切りが行われることがあり、現状の有期認定制度では、

受給者の就労開始や就労時間の増加を躊躇させる要因になる」と指摘している。 
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第２章 問題意識 

 現状分析より、障害者の就労は健常者と比較すると就労機会は限られている。日本にお

ける障害者手帳受給者数約９００万人に対して１８歳から６４歳までの労働人口は約３７

５万人であり、そのうち雇用されている人数は５０万人、就労移行支援事業所などといっ

た福祉的サービスの利用者数は約３０万人であり、このことから労働人口の残り約２９０

万人は、企業や組織などに所属されていない在宅の障害者や心身的に就業が困難な状況で

ある方々だと考えられる。以上のことから、障害者の方々に対する雇用機会の不足が明ら

かとなっている。 

 また身体障害者、知的障害者、精神障害者の中で、精神障害者が占める割合が最も高い

にも関わらず、就業率が最も低いことがわかる。また、障害種別の障害年金受給率を見て

も、精神障害者の受給率、受給者の内就業している割合共に最も低い。そして、これらの

結果の要因として百瀬(2018)では、現行の有期認定制度に問題があると指摘している。し

かし、現状として障害年金と就業との関係性を障害種別に細分化し、明らかにした実証分

析が少ない。 

 そこで、本項では障害年金と就労との関係性を障害種別に細分化し実証分析によって明

らかにした後、障害者の社会参画や就労の推進を図りたい。 
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第３章 先行研究及び本項の位置付け 

第１節 先行研究 

 障害年金と就労との関係性について分析している先行研究として、インタビュー調査に

よるものと定量調査によるものに区分し、更に定量調査に関しては国内の研究と海外の研

究に分けて紹介し、本稿における主要な先行研究とする。 

 

第 1 項 インタビュー調査による先行研究 

 インタビュー調査による先行研究として①障害年金が障害者の就労に負の影響を与えて

いるケース、②障害年金が障害者の就労に正の影響を与えているケースの 2 種類の論文を

挙げる。①としては青木（2015）、②としては小島ほか（2017）を紹介する。 

 青木（2015）では、精神障害を有する者が就労したことによって、障害等級の級落ちや

障害年金の支給停止により、暮らしに大きな影響を受ける現状に着目しており、本人や家

族からのアンケート調査を通して、受給継続状況や相談体制、障害年金と就労との関係に

ついて明らかにすることを目的としている。その結果、就労したことによって、障害年金

が級落ちや支給停止になっている者は 6.7%いることが明らかとなった。一方で、精神障害

者本人や家族は障害年金について、暮らしを営む上で必要不可欠なものだと考えており、

就労に関しても、多くの本人や家族がその意義を認めてはいたものの、再発を危惧したり、

障害年金の支給停止を気にしていることが明らかとなった。また、障害年金が使いやすい

社会資源として位置付くよう、社会へ働きかけるなどの取り組みが重要であるとしている。 

 小島ほか（2017）では、「精神障害者が就労することによって障害年金が支給停止や急

落ちになるのではないか」や「障害年金を受給することによって、精神障害者の就労意欲

が低下するのではないか」等の疑義が持たれている障害年金と精神障害者の就労との関係

に着目している。この研究では、障害年金制度に関する十分な知識を持つ保健福祉士への

インタビュー調査によって分析が行われており、その結果によると調査対象である保健福

祉士の多くが、障害年金に関して就労意欲の阻害要因としてではなく、促進要因として捉
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えていることが明らかとなった。しかしその一方で、障害年金を就労意欲の阻害要因とし

て捉える発言も散見されたが、所得保障としての障害年金ではなく、現状の不透明な障害

年金制度の実態が就労意欲を阻害しているというものであったと示されている。また、就

労と障害年金の不支給や級落ちとの因果関係に関しては更なる実証分析が必要であるとし

ている。 

 

第 2 項 国内での定量調査による先行研究 

 国内で行われた定量調査による先行研究として、百瀬（2016）、金子（2011）の 2 つが

挙げられる。 

 百瀬（2016）では、障害年金の課題とその展望について述べており、課題の１つとして、

障害年金と就労の関係性について言及している。日本の障害年金は受給者が就労して収入

を得ても、直ちに支給停止になったり減額されたりすることはない。しかし、有期認定の

場合、一定期間で障害者等級の変更が行われ、結果として年金の減額や支給の打切りが起

きる可能性がある。例えば障害基礎年金の場合、障害者等級が２級から３級になった時点

で給付が打ち切られる。そのため、有期認定の制度の場合、障害年金が就労の開始、就労

時間に負の影響を与えると考えている。 

 このように日本の障害年金は受給者が働いた場合に、どれだけ就労所得があっても、年

金給付の減額なしでそのまま全額支給されるケースがある一方で、障害種別や認定期間に

よっては、就労を続けることによって、年金給付が全額支給停止されてしまうケースがあ

る。特に精神障害の受給者において、こうした事例が増加していると指摘されている。百

瀬（2016）は、このような両極端な取扱いは、受給者に及ぼす影響が大きいため、受給者

が就労した場合には、より緩やかに調整する方法を導入する方が望ましいと考察している。 

 金子（2011）では「障害者生活実態調査」を用いて、障害年金を説明変数として、就業

率関数、賃金関数、労働時間関数を推定しており、その結果によれば日本の障害年金の給

付水準では、就業インセンティブが弱められているとは言えないと結論づけられている。 
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第 3 項 海外での定量調査による先行研究 

 海外で行われた定量調査による先行研究として、Frutos et al.（2014）と Jones（2008）

が挙げられる。 

 Frutos et al.（2014）はスペインでの研究で、障害者手帳を持つ人のデータベースを利

用し、障害状態の健康特性と未観測要因をコントロールした上で、健康指標も利用しなが

ら障害者給付金の受給確率と就労確率を推定している。その結果、障害者手帳の交付を受

けている者の就労確率は 5％低いことが明らかとなった。しかし、障害の程度が異なる者

を対象に推定を行なったところ、給付金の阻害効果は、最も軽度の障害を持つ者に対して

のみ有意であると結論づけられている。 

 Jones（2008）では、障害が労働市場の成果に与える影響に関するテーマの文献をまと

め、障害に関する実証研究における問題点を明らかにすることを目的としている。結果と

しては、障害は定義、データソース、国、期間に関わらず、労働市場の見通しを悪くして

おり、障害者の雇用と収入の両方に負の影響を与えると結論づけられている。さらに、障

害の影響は障害の期間や発症年齢によっても異なることが示唆された。 

 

 

 

第２節 本項の位置付け 

 本稿では、上述した通り、障害者の生活の安定と就労の促進を担っている障害年金と就

業との関係性を障害種別に細分化し、明らかにした実証分析が少ないことを問題意識とし

た。 

 前節で紹介したインタビュー調査による先行研究では、障害年金が「軽度の障害の就労

を抑制」、もしくは「就業インセンティブが弱められているとは言えない」と指摘されて

いる。また、定量調査による先行研究では、「障害年金が就労抑制をしているとしても、

障害年金の不透明な制度によるものである」、「年金支給停止を恐れて就労しない」とい

う指摘が見られた。そのため、障害の程度や障害種別で障害年金と就労との関係性が変化

する可能性が考えられる。また、その中でも精神障害者は有期認定と永久認定に細分化さ
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れており、有期認定された人は一定期間就労を続けていると障害認定が外れてしまう。そ

のため、障害年金と就労の関係性を明らかにする必要性がある。 

 そこで、本稿では、障害年金の就労効果を障害の程度や障害種別などに細分化し、株式

会社野村総合研究所の「令和元年度障害者統計の充実に係る調査研究事業（インターネッ

ト調査）, 2020」の個票データを用いて定量調査を行う。そして、障害年金と就労との望

ましいあり方を政策提言する上での知見を得ることを本稿の位置付けとする。以上の点が

本項における新規性である。 
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第４章 分析 

第 1節 使用データ 

 実証分析をするにあたり、株式会社野村総合研究所の「令和元年度障害者統計の充実に

係る調査研究事業(インターネット調査),2020」の個票データを使用した。本データを用

いた理由としては、障害年金や障害種別など、分析で用いたい変数が含まれているからで

ある。障害者を対象としたデータが数少ない日本において、本データは大変貴重なものだ

と言える。 

 以下謝辞を述べさせていただく。「〔二次分析〕に当たり、東京大学社会科学研究所附

属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ データアーカイブから〔「令和元年度障

害者統計の充実に係る調査研究事業（インターネット調査），2020」（内閣府政策統括官

（政策調整担当）付参事官（障害者施策担当）付）〕の個票データの提供を受けました。」 

 

 

第 2節 リサーチクエスチョン 

  第 3章で述べた通り、障害年金における有期認定と永久認定が、障害者の就労にどのよ

うな影響を与えているのか、さらに障害年金と就労の関係性は明らかになっていない。そ

こで、これらの影響を調べるため、本稿のリサーチクエスチョンは「障害種別・有期永久

別に見た場合、障害年金は就労に負の影響を与えるか」とする。 
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第 3節 分析枠組み 

 労働経済学において労働供給量は、人々の労働市場への参入・退出を表す「就労の選択」

（extensive margin）と、労働時間の変化を表す「労働時間の選択」（intensive margin）

という 2 つの労働供給行動により変化しうるとされている（駒村ほか 2015）。本稿でも、

「就労の選択」と「労働時間の選択」という二つの側面において、障害年金が負の影響を

与えているのかについて分析を行う。 

 障害者の「就労の選択」を分析するにあたっては、清家・山田（2004）が高齢者の就業

要因を分析する際に用いた労働供給モデルを参考に変数を決定した。清家・山田によると、

就労を選択するのは次のような場合になる。個人が市場で得られる市場賃金（Wm）と、そ

の個人が働いてもよいと考える最低労働供給価格である留保賃金（Wr）を比較して、前者

が後者を上回ればその人は就労を選択するというものである。式で書けば、 

 𝑊𝑚＞𝑊𝑟 なら就労（＝１） 𝑊𝑚 < 𝑊𝑟 なら非就労（＝０） 

となる。 

 このとき、個人の市場賃金 Wmは人的資本の水準により説明され、具体的には健康状態や、

教育程度、仕事経験となる。また個人の留保賃金は、働かなくても得られる所得がどれほ

どあるか、そして働かないことで得られる余暇時間をどれほど重視しているかといった要

因によって規定される。具体的には、年金や財産所得などの非勤労所得の水準、健康状態、

育児や介護を必要とする子供や老親の存在といった変数である。 

 また「就労の選択」の分析方法、「労働時間の選択」の分析方法と変数の入れ方に関し

ては、障害者就労について分析した金子（2015）を参考にした。推定方法は、就業・非就

業決定のプロビット分析を行い、この推定結果から計測されたミルズの逆数を説明変数と

して加えて賃金関数と労働時間関数を推定するヘックマンの 2 段階推定法である。変数に

は賃金率、年齢、障害種別のダミー変数、障害の程度のダミー変数、生活保護支給額、公

的手当額を用いている。生活保護支給額と公的手当額を説明変数に含めたのは、障害年金

や障害年金以外の影響を踏まえたうえで就業選択がなされた場合、これらの別の所得保障

がある、労働時間を短くする誘因になると考えたからだと述べている。 
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 以上をもとに本稿では 4つに分けて分析を行った。 

 

表 6 4 つの分析枠組みと変数 

① 障害種別の就労・非就のプロビット分析 

● 被説明変数＝就労ダミー 

● 説明変数＝女性ダミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年齢、障害年金受給ダミ

ー、居住地ダミー、障害を負った時期ダミー、心身における健康の不良 

② 障害種別・障害を負った時期別に就労・非就労のプロビット分析 

● 障害を負った時期別＝先天性、後天性/10 年以上、後天性/5 年以上 10 年未満、

後天性/1 年以上 5年未満、後天性/6 か月以上 1年未満、後天性/1 か月以上 6か

月未満、後天性/1 か月未満 

● 被説明変数＝就労ダミー 

● 説明変数＝女性ダミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年齢、障害年金受給ダミ

ー、居住地ダミー、心身における健康の不良 

③ ①の推定結果をもとに労働時間関数のヘックマン 2段階推定 

● 被説明変数＝労働時間 

● 説明変数＝年齢、障害年金受給ダミー、障害を負った時期ダミー、心身におけ

る健康の不良、賃金率 

● セレクション変数＝就労ダミー、女性ダミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年

齢、障害年金受給ダミー、居住地ダミー、障害を負った時期ダミー、心身にお

ける健康の不良 

④ ②の推定結果をもとに労働時間関数のヘックマン 2段階推定 

● 障害を負った時期別＝先天性、後天性/10 年以上、後天性/5 年以上 10 年未満、

後天性/1 年以上 5年未満、後天性/6 か月以上 1年未満、後天性/1 か月以上 6か

月未満、後天性/1 か月未満 

● 被説明変数＝労働時間 

● 説明変数＝年齢、障害年金受給ダミー、心身における健康の不良、賃金率 

● セレクション変数＝就労ダミー、女性ダミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年

齢、障害年金受給ダミー、居住地ダミー、心身における健康の不良 

出典：筆者作成  
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 まず、①障害種別に障害者の就労・非就労のプロビット分析を行う。被説明変数は就労

ダミー、説明変数は留保賃金（Wr）および市場賃金（Wm）に関連する変数となっており、

具体的には女性ダミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年齢、障害年金受給ダミー、居住地

ダミー、障害を負った時期ダミー、心身における健康の不良である。 

 次に、②障害を負った時期別にも同様の分析を行う。障害を負った時期は、後天性/10

年以上、後天性/5 年以上 10 年未満、後天性/1 年以上 5 年未満、後天性/6 か月以上 1 年未

満、後天性/1 か月以上 6か月未満、後天性/1 か月未満に分けられる。有期認定は 1年から

5 年の間に行われるため、後天性/1 年以上 5 年未満の精神障害者において障害年金が就労

に負であれば、有期認定による就労への影響は存在すると言うことができる。 

被説明変数は就労ダミー、説明変数は性ダミー、結婚ダミー、世帯主ダミー、年齢、障害

年金受給ダミー、居住地ダミー、心身における健康の不良である。 

 なお、障害を負った時期別で先天性についても調査することは可能だったが、本稿では

分析の対象から外した。なぜなら、20 歳未満で障害を負った者とそれ以降で障害を負った

者で、障害年金制度が異なるからである。20 歳未満で障害を負った場合では、2 段階の所

得制限が付き、所得制限を超えた場合には障害年金が半額もしくは全額無くなる。そのよ

うな制度の違いは、就労に影響を与え、有期・永久認定における就労の効果を調査したい

本研究に支障が出ると考えたため、先天性障害者は分析対象から外した。 

 そして、①の分析をもとに③労働時間関数のヘックマン 2 段階推定を行う。被説明変数

は労働時間、説明変数は年齢、障害年金受給ダミー、障害を負った時期ダミー、心身にお

ける健康の不良、賃金率である。なお、賃金率の詳しい分析結果は本稿に記載していない

が、①の分析をもとにヘックマン 2 段階推定を行った際の結果を用いている。また金子の

実証分析では、障害年金を説明変数に入れていなかったが、生活保護支給額と公的手当額

と同様に、障害年金も労働時間を短くする誘因だと考えたため説明変数に加えている。 

 最後に、②の分析をもとに④障害を負った時期別に労働時間関数のヘックマン 2 段階推

定を行った。被説明変数は労働時間、説明変数は年齢、障害年金受給ダミー、心身におけ

る健康の不良、賃金率である。 

また、被説明変数・説明変数の詳細は表 7 の通りである。 
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表 7 被説明変数・説明変数の詳細 

変数 変数の定義・作成方法 

就労ダミー 調査票 Q16 から作成。前の月に収入を伴う仕事を少しでもした

人を１、まったくしなかった人を０とした変数。 

賃金率 調査票 Q19 と Q17_hから作成。時間当たりの賃金を示した変

数。 

女性ダミー データに記載されていた SEX_CDから作成。女性の場合は 1、

男性の場合は 0 とするダミー変数。 

世帯主ダミー 調査票 Q3 から作成。世帯主との関係で本人と答えた人を 1、そ

れ以外を 0としたダミー変数。 

年齢 データに記載されていた AGEを使用。20代から 70代まで 10代

ずつ区分された変数。 

障害年金受給ダミー 調査票 Q15_5 から作成。年金を受給している人を 1、受給して

いない人を 0としたダミー変数。 

居住地ダミー 調査票 Q1 から作成。居住地を北海道東北・関東・中部・近

畿・中国四国・九州沖縄の 6つの地域にそれぞれ分けたダミー

変数。なお、関東は基準値として変数には入れていない。 

障害を負った時期ダミ

ー 

調査票 Q12S2 を使用。健康上の問題が発生した時期について聞

いた設問をもとに作成している。先天性や後天性まで、発生し

た時期に応じて 7つに区分されたダミー変数。 

心身における健康の不

良 

調査票 Q8,Q13 から作成。心の状態や日常生活の行動にかんす

る 5段階評価の質問を 14個足し合わせた変数。数字が大きい

ほど、心の状態が不良であったり、日常生活が困難であること

を示している。 

 出典：筆者作成 

 

 変数に関する留意点としては、障害を負った時期ダミーが、健康上の問題が発生した時

期を聞く設問から作られている点である。本来、健康と障害は同等のものではないが、設

問に「1km ほどの長距離を歩く」など身体障害に関連するもの、「憂鬱を感じることはど
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のくらい頻繁にありますか」など精神障害に関連するものが含まれていた。そのため、本

研究では、「健康上の問題が発生した時期」を問う設問を「障害を負った時期」だと解釈

して分析に使用した1。 

 

 

第 4節 分析結果と考察 

 分析結果と考察を以下に述べる。 

 なお、サンプルサイズ不足により分析できなかった点がいくつかある。まず障害種別に

見た際、知的障害者のサンプルサイズが小さかったため、全体を通して身体障害者と精神

障害者の両者を対象とした分析になっている。また、障害を負った時期別に分析した際に

も、後天性/1 か月以上 6か月未満、後天性/1 か月未満におけるサンプルサイズが不足して

いたため、後天性/10年以上、後天性/5年以上10年未満、後天性/1年以上5年未満、後天

性/6 か月以上 1 年未満の 3 つに区分した分析となっている。そして、各説明変数において

も、該当サンプルがない等で推計できなかった係数については、分析結果では----と表し

ている。 

  

 
1  金子（2015）の実証分析では、説明変数に障害の程度のダミー変数を加えており、本データ

にも「健康問題により、日常の一般的な活動に支障があるかについて」を 3 段階で問う設問が

あった。この設問を、障害の程度を問う設問だと捉えることもできるが、程度の区分が「非常

に支障がある」「ある程度支障がある」「まったく支障がない」と、我々の利用したデータで

利用可能な障害の程度を示す変数より荒いため、本分析の説明変数には用いなかった。 
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表 8 障害種別の就労・非就のプロビット分析 

 
1％水準で有意であれば***、5%水準で有意であれば**、 

10％水準で有意であれば*をつけている。 

 

 身体と精神で区分すると、障害年金受給は就労に有意に負の影響を与えていることが分

かった。 
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表 9 障害種別・障害を負った時期別に就労・非就労のプロビット分析 

 
1％水準で有意であれば***、5%水準で有意であれば**、10％水準で有意であれば*をつけている。 

 

 障害種別・障害を負った時期別に区分すると、精神障害者の後天性 5年以上 10 年未満に

おいて障害年金受給は就労に有意に負の影響を与えていた。一方、身体障害者の障害年金

と就労の関係においては、いずれも有意な結果は得られなかった。 
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表 10 表 8 の推定結果をもとに労働時間関数のヘックマン 2段階推定 

 
1％水準で有意であれば***、5%水準で有意であれば**、10％水準で有意であれば*をつけている。 

  

 精神障害者の労働時間に、障害年金は有意に負の影響を与えていた。身体障害者の労働

時間においては障害年金と就労の関係に有意な結果は得られなかった。 
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表 11 表 9 の推定結果をもとに労働時間関数のヘックマン 2段階推定2 

 
1％水準で有意であれば***、5%水準で有意であれば**、10％水準で有意であれば*をつけている。 

  

 障害種別・障害を負った時期別に区分すると、身体障害者・精神障害者いずれの場合も、

障害年金と就労の関係に有意な結果は得られなかった。 

 以上の結果から、身体障害者と精神障害者ともに、障害年金は就労に有意に負の影響を

与えていることが分かった。しかし、障害を負った時期別に見ると、身体障害者と精神障

害者で変わり、精神障害者では後天性/5年以上10年未満の場合に有意に負となっていた。

なお、労働時間と障害年金の関係においては、有意な結果は得られなかった。 

 
2 表 9 障害種別・障害を負った時期別に就労・非就業のプロビット分析と比べ、サンプルサイ

ズが変わっているものがある。表 9 と比べ小さくなっている理由は、就労している人のうち

「労働時間がわからない」という回答を除いているからである。また大きくなっている理由は、

stata の仕様によるものである。「居住地ダミー/中国・四国」「居住地ダミー/九州・沖縄」

のサンプル数が少ないため、プロビット分析の時にはその説明変数が勝手に除去されるが、ヘ

ックマン推定でセレクション変数として用いる際には、それらが反映されるため、サンプルサ

イズが大きくなっている。 
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 そこで後天性/5 年以上 10 年未満の精神障害者において、障害年金が就労に負の影響を

与えていたことを考察する。有期認定は 1 年から 5 年の間に行われるため、後天性/1 年以

上 5 年未満の精神障害者において障害年金が就労に負であれば、有期認定による就労への

影響は存在すると明確に言える。本研究では、後天性/1 年以上 5 年未満では負という結果

になっていないため、一見すると有期認定と永久認定による差は無いように思われる。し

かし、近い時期区分である後天性/5 年以上 10 年未満で有意に負であった点、また身体障

害者では後天性/5 年以上 10 年未満・後天性/1 年以上 5 年未満ともに有意な結果は得られ

ず、精神障害者特有の結果だったことから、有期認定による影響があると考えられる。 

 以上をもとに政策提言を行う。 
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第５章 政策提言 

第１節 就労可能性を障害年金の認定基準に 

 現行の障害年金の認定基準は、1 級障害が「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめ

る程度のもの」、2 級障害が「日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制

限を加えることを必要とする程度のもの」、3 級障害が「労働が著しい制限を受けるか又

は労働に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの」とされているように、機能障

害を捉えて障害を認定している。そのため、障害年金受給しながらの就労が可能であると

ともに、稼得能力の減退による所得喪失を補填するという機能が不十分であり、所得保障

制度としては問題が大きい（百瀬 2010）とされる。さらに、障害年金と就労の関係が不明

瞭であるため、青木（2015）が指摘するように障害年金受給停止を恐れて就労しない精神

障害者が存在し、実際、本稿の実証分析で改めて明らかにしたように、精神障害者の場合、

障害年金の制度設計が就労に負の影響を与えていると考える。 

 そこで、機能障害ではなく就労可能性の有無を障害年金の認定基準にすることを提言す

る。就労可能性を認定基準にすることで、障害年金と就労の関係が明白になり、障害年金

受給を恐れて就労しないといった事態が生じることを避けられると考える。 

 参考になる海外の事例としては、デンマークが挙げられる。デンマークでは就労可能性

を認定基準としており、就業困難な者がジョブセンターないし自治体の窓口に来所した場

合に障害年金が給付される。また、ジョブセンターでの最初の認定で、就業可能性がある

と認定された者は、通常の雇用就労、フレックスジョブ（後述）の可能性を検討し、フレ

ックスジョブへの就労が難しい場合であっても、年金支給を決定する（岩田 2015）。 

 デンマークの事例を参考に、就労可能性を障害年金の認定基準にすることで、障害年金

の就労抑制効果を減らすことができると考える。 
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第２節 就業斡旋と所得保障政策の連携強化：「フ

レックスジョブ」の可能性 

 デンマークにおける、フレックスジョブとは、職業リハビリテーションサービスを最大

5 年受けても通常の就労条件では職を得られない、65 歳未満の永続的で重度な障害者に対

し、使用者、障害者本人、自治体の三者合意に基づき、その個人状況に合わせた柔軟な就

労条件（短時間就労、調整された就業条件、限定された職務要件等）での仕事を提供する

ものである（岩田）。デンマークにおけるジョブセンターは、雇用に関わる諸事業を実施

しており、運営は議会が行っている。そこでは障害者も雇用促進のために訓練を受けてい

る（岩田 2015）。 

 日本ではその役割を、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務などを行う基幹相

談支援センターが担える。そのため、基幹相談支援センターを訪れ、就労可能性が無い場

合は障害年金を受給、有る場合は一般就労や就労移行支援施設での就労をすることを政策

提言の 1つ目とする。 

図 3 認定基準変更の概要 

 

 出典：筆者作成 
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 この政策を行うことで、実際にデンマークでは障害年金とフレックスジョブの合計金額

が改革が行われて以降よりも減少傾向になっている。日本でも、この政策を行うことで、

障害年金受給者を抑え、障害年金額を少なくすることができると考えられる。 
 2001年で 1万 3千人、2006年で 4．8万人（労働力人口の1.7％強）の障害者がフレック

スジョブに従事している。給与は、週あたりの就労時間数に応じた通常の賃金が全額本人

に渡されるが、使用者には、通常該当分野の労働協約で決められた最低賃金額の 1/2 ない

し 2/3 の補助金が出る。また、通常の失業給付より 9～18％低い「フレックス失業給付」

は、この「フレックス・ジョブ」を希望しながらあっせんされなかった者だけに支給され、

2007 年では 1,1 万人が受給している（岩田 2015）。 

 フレックスジョブに似た制度は、超短時間雇用という形で日本にも存在している（近藤 

2020）。現状、民間企業が法定雇用率達成のために、障害者の雇用を行ったとカウントす

るには、障害者手帳を持つ個人を、通年で週 30 時間以上雇用することが必要になる。しか

し、年間を通じて週 30 時間働くことができる、という要件に一致しない人々は、雇用機会

から排除されてしまっている。そのため、障害者一人につき週 30 時間働けば一人分として

カウントするのではなく、障害者一人一人は 1日 15分しか働いていなかったとしても、数

十人の就労時間を合計して週 30 時間分達成できれば、障害者一人分としてカウントするの

である。そうすることで、超短時間雇用を達成でき、障害者は自分のペースで働くことが

できる。 

 現状では超短時間雇用は実験段階であり、ソフトバンクなどの一部企業のみでしか行わ

れていない。そこで、失業給付を備える形で、超短時間雇用をフレックスジョブとして普

及させることで、就労へのハードルを減らすことができる。 

 

 

第３節 社会的企業の充実 

  就労のしやすさを促進するもう一つの政策として、社会的企業の充実がある。 

  社会的企業とは、社会的課題の解決を目的として収益事業に取り組む事業体のことで

あるが、欧州諸国では、労働市場で困難を抱える者の社会への職業的統合をめざした「就
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労への統合を目指す社会的企業」（Work Integration Social Enterprises）がここ 20 年

間で急増していると岩田（2009）は述べている。これも前節と同様に、一般労働市場と福

祉的就労との間の「中間領域」におけるものである。日本でも社会的企業は出始めており、

障害者などの社会的に弱い立場にある者に「第３の場」を提供する事業所を作ることを目

指し 2008 年に「ソーシャルファームジャパン」が設立されている。この社会的企業は、一

般的企業とは違い社会的に目的をもち、利益の最大化よりもコミュニティへ利益を再投資

し、雇用の創出や職業訓練に力を入れる企業である。 

 たしかに、日本には特例子会社制度というものがあり、障害者雇用を促進させる一助と

なっている。しかし、特例子会社はあくまで企業であるため、利益追求が第一の目的であ

り、どうしても障害者の職業訓練は二の次になってしまう。一方、社会的企業は雇用の創

出や雇用訓練を第一とするため、障害者のニーズに合わせた適切な雇用機会を与えること

ができ、障害者は就労しやすくなるというメリットがある。 

 就労と統合された社会的企業を充実させることで円滑に障害者の就労支援から障害者の

保護まで行うことを目指し、政策提言とする。 
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